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1．研究の概要
　本調査は、志企業研究会という名称のもと、多摩信用金庫との共同で過去 5回継続的に取り
組まれてきた「多摩地域の採用実態調査」の第 6回目の調査研究で、2014 年度に創業者およ
び創業準備者を対象に実施した『多摩地域の創業実態に関する調査』（多摩信用金庫・多摩大
学地域活性化マネジメントセンター…2015 年）の続編となる調査である。2014 年度調査では、
多摩地域の創業者の特性を見出し、特に「生業的創業者」という概念を提案するとともに、地
域において創業を促す要因を分析し、そのための支援のあり方をまとめた。一方で創業率を単
にあげるだけでは地域活性化につながらず、創業後の安定化が今後の創業支援、地域活性化に
は不可欠となり、このプロセスの解明が、今後の課題として残った。
　そこで、今回の調査では、多摩地域における「生業的創業者」の創業後の萌芽期・成長初期
の実態を把握し、この時期の創業者の特徴的な行動を明らかにすることで、創業後の成長や安
定の条件を導出する。さらに安定化に向けて、誰がどのように支援をしていけばよいかについ
ても検討し、提案することを目的とした。方法としては、多摩地域の創業者（創業 5年以内）
に対する質問紙による定量調査を実施するとともに、前回調査の回答者にも回答を依頼し、今
回調査との経年比較も行った。本稿では、報告書から抜粋する形で結果の概要を報告する。
2．調査結果の概要
2.1　創業者のプロフィールと創業に対する自己評価
　調査対象は、前回調査配布先と、多摩信用金庫が創業時に融資したり、創業補助金の認定支
援をしたりした事業所を含めた 1074 社に郵送にて配布し、188 件回収し、有効回答 180 件を
分析対象とした。創業年数は3年以上4年未満が最も多く、男性が8割を超える。年齢は40代、
30 代が多く、8割が初めての創業であった。業種はサービス業、医療・福祉、建設業が上位 3
つを占めている。
　本調査においても、前回調査で見出した「生業的創業者」としての多摩地域の創業者の特徴
が再確認され、企業規模や企業収益、経営者の収入、ワークライフバランス、地域や環境との
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関係、自己実現等の項目の重視度と達成度の自己評価を調査した。結果として、殊更に企業規
模は追及しないが企業収益は重視していた。経営者収入、ワークライフバランス、地域貢献、
地域での存在感については何れかを強く重視しているわけではなく、自己実現・生きがいはか
なり重視していた。一方、達成度は、いずれの項目もネガティブ（中立より否定的）な者が過
半数を占めており、創業によって達成できたことに対する自己評価はあまり高くない。唯一高
い達成度が示されたのは自己実現・生きがいであり、業績や環境といった個々の事項が十分に
達成できなくとも精神的欲求が充足されていることが窺われた。
　多摩地域の創業者は自身の経験やスキルを活かして創業するものの営業的ノウハウを持たな
いケースが多く、販路開拓・マーケティングが創業における最大の課題となっている。また、
販路開拓ができる人材とともに、経営者を補佐する人材や製品・サービスで高い技術を持つ人
材を社内に求める声も大きい。これらの解決策の提供が、多摩地域の創業者に対する経営支援
には求められている。
2.2　創業者のネットワークとコミュニケーション
　創業間もない企業は経営資源に乏しく、円滑に事業を展開していくために、ネットワークと
コミュニケーションは重要であるという観点の下で、その状況をみてきた。
　まず、他企業との連携については、多くの創業者が重要な業務委託先や不可欠な連携先など、
パートナーといえるような企業を有していた。具体的な連携内容としては、情報の交換や共有、
繁忙期のサポートや特定の専門業務のアウトソーシング、顧客の相互紹介、さらには共同開発
など多種多様であった。
　地域などにおける各団体・組織とのネットワークの状況については、いずれも一般企業に比
べて、不活発な状況であった。その中でも、比較的柔軟性のある団体や組織としての異業種交
流グループ、地域の任意の勉強会・交流会、顧客を会員とした組織などは、参加している創業
者にとっては重視すべきものであるとの回答が多かった。さらに、こうした団体・組織におけ
るコミュニケーションとしては、顔を合わせるやり取りが「濃密」であるとの特徴を持ってい
た。こうした柔軟なネットワークに創業者がどのように参加していくかも、今後の重要なポイ
ントであると考えられる。
　顧客との関係づくりとしては、多くの創業者では、自社の商品・サービスの固定客を把握し
ていると推測できる顧客を知るための重要な対話の場所として、接客を位置付けていた。また、
接客の場面以外でも、顧客のニーズや市場の情報を収集しているなど、市場の情報収集に積極
的な姿勢がうかがわれた。さらにはアフターサービス等を通じた顧客との長期的な関係の構築
にも努力している創業者の姿もあった。一方、クレームへの迅速な対応については、不安をも
つ創業者も少なくないと考えられた。
　地域との関わりについては、各創業者の考え方やスタンスもあり、全体としてはそれほどの
積極姿勢はみられなかったが、地域内に競合（ライバル）が増えても、地域産業全体が活性化
したほうが良いかどうかという質問に対しては「当てはまる」「おおむね当てはまる」あわせ
て約半数と、需要を取り合う関係というよりも、切磋琢磨して地域を活性化していく仲間とと
らえる傾向にあった。さらには、地域・顧客との関わりをどのように構築していくかについて
は、地域貢献的な地域との関係を重視するかどうか、地域での認知度を高めたいかどうかに大
きく影響していた。いずれも、地域貢献・社会貢献、地域での認知などを重視しているグルー
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プでは、地域との具体的な関わりだけではなく、顧客との具体的な関わりにも積極的であるこ
とが示唆された。
　
2.3　創業後の機会・脅威と経営行動
　創業後に発生した経営上の機会（チャンス）は、顧客の獲得、資金の獲得、人材の獲得であ
り、これらのチャンスはほぼ創業 1年目に起こっている。これらは、1年目にこのようなチャ
ンスをとらえることが、創業後の安定に大きな影響を与えることを示唆している。
　一方、脅威（問題）についても、資金、人材、顧客という 3つの要素が上位にきており、資
金については 1年目に危機として訪れていて、解決している割合が高い。つまり、1年目の資
金ショートの危機を、新たな資金源の確保というチャンスに乗り切ったからこそ、現在がある
という解釈が成り立つ。一方、事前または 1年目に確保していた主要顧客は、2年目や 3年目
で失うという危機を迎えているところもある。人材についても、主要な人材の退職という危機
を迎えているところは、ほぼ現在では解決されており、人材を最初から確保できているところ
は、リカバリーも早いといえるが、運営に支障をきたすほどの人材不足に悩まされている創業
者は、最初からこの問題を抱えており、現在も解決できていない割合が高い。このように、顧
客、資金、人材という 3つの要素は、経営上つながっており、切っても切れない関係であるか
らこそ、構造的な解決が必要となる。
　創業後の必要な行動については、ビジネスの中心となる、アイデア、顧客、技術、計画、人
材はすべて、過去の経験と過去のつながりが役に立ったと評価しており、創業支援機関や金融
機関が寄与できるのは、許認可や手続き、資金の確保、経営実務の習得のような一部でしかな
いという結果であった。また、物件の確保については、どこに頼ってよいかが不明確な認識で
あった。過去の経験やつながりは、創業する上での基盤となることは明らかであるが、経営の
安定やイノベーションといったことについては、いかに新しい経験やつながりを創業者が得ら
れるかにかかっている。
2.4　企業家志向性と経営行動
　今回、多摩地域の創業者の「企業家的である傾向－企業家志向性－」を分析した結果、多摩
地域の創業者の企業家志向性は概して高くないことが示された。企業家志向性が“革新性”“先
進性”“リスクテーキング”“競争上の貪欲性”といった次元を持ち、「リスクを取り、これま
でに無いものを他社に先駆け市場に投入し、競争に打ち勝て急成長する」ベンチャー起業家に
適合する概念であるのに対し、生業的創業者と位置づけられる多摩地域の創業者の志向がこれ
とは大きく異なっていることが確認された。
　ここに表れた多摩地域の創業者の特徴は、経営者として市場競争の中で生き残ることへの意
識を当然有するものの、他社を出し抜くことや革新的なものを創造するよりも、周囲の動向を
見ながら他社との協調や共存のもとに自らの事業の存続を目指すというものである。
　またこの調査では、多摩地域の創業者の中でも革新性の志向が高い者は創業時に規模や収益
を重視し、競争上の積極性の志向が高い者は創業時に収益を重視する傾向が見られたが、実際
にそれが達成できているかどうかはその志向と明確な関係は見られていない。また、創業の満
足度とも明確な関係は見られていない。このように、多摩地域の創業者は、起業した者である
ものの、シリコンバレーからイメージされるようなベンチャー起業家とは全く異なる志向性を
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持っており、求められる支援策も異なったものとなると考えられる。
2.5　創業前のプロセスと創業後のプロセスとの関係性
　創業前後の比較研究として、前回（2014 年度）と今回の両方に回答した創業者（31 社）の
みを抽出し、分析を行った。まず、創業プロセスの経過による「目指す企業規模」と「仕事と
生活のバランス」の志向の変化についてみた。「目指す企業規模」の下方修正には、第三者の
従業員を雇用する「壁」がみてとれたのである。また、次に、仕事と生活のバランスについて
は、変化がないのは約 3分の 1にとどまり、過半数は仕事優先の方向に変化した　創業者は様々
なことを自分自身でこなさなければならないため、創業すると自分の生活の重視度をある程度
弱めて仕事優先にかじを切らなければならない実態がみえた。
　次に、前回の調査で質問していた「創業に抱えていた不安」と、今回の調査で尋ねた「創業
者自身の創業に関する満足度」との関係を分析した。これによれば、「起業家としての心構え」、
「事業アイデアの明確化」、「マーケット・需要の把握」、「技術・ノウハウの習得」、「事業内容
の明確化」、「人材（従業員・パートナー）の確保」の各項目において、「不安がある（あった）」、「や
や不安がある（あった）」、「不安はない（なかった）」のグループ間の際に一定の傾向がみられた。
それは、「不安がある（あった）」、「やや不安がある（あった）」、「不安はない（なかった）」の
順で満足度が低から高となっていた。また、「事業計画の策定」や「販売先や顧客の確保」といっ
た項目においても、「不安はない（なかった）」グループで高い満足度が示された。
　このことから、創業時の準備をしっかり行い、不安を取り除くほど創業後の満足度が高まる
傾向にあり、創業時の心構えや考え方、事業アイデアの明確化、人材、マーケティングや技術
に関する準備の重要性が示唆された。
3．まとめ
　今回の調査結果から、前回調査同様、多摩地域の「生業的創業者」の特徴が色濃く出た結果
となった。収入やワークライフバランスなど、創業前の理想を実現できたかというとそうでは
ないが、創業したことへの満足度は高い。経営上のチャンスやピンチは、どちらでも資金、人
材、顧客という 3つの要素が中心で、1年目に集中している。多くの創業者が過去の経験やつ
ながりによって、これらのチャンスを活かし、ピンチを切り抜けており、創業支援機関の役割
は限定的であることが見て取れた。
　地域の様々な主体と連携しながら、顧客との関係づくりに取り組む姿や、競合に対しても、
競争における優位性よりも、地域活性化における仲間としてとらえるなどの志向性は、どちら
かといえば企業家的ではない。このような多摩地域らしさは積極的に評価できるものの、経営
の安定化や成長という点では物足りない部分もある。今後の創業支援・成長支援は、成長意欲
の喚起、事業や商品の見直し、顧客との対話や地域連携を促し、「生業的創業者」からの「卒業」
を支援することも視野に入れる必要がある。
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